
【別添】
補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額報告書の作成についての説明
１　依頼の趣旨
補助金の受入は消費税法上、不課税取引（消費税の適用の対象にならない取引）に該当しますが、一方で、補助事業の経費については、控除対象仕入税額として仕入税額控除することも可能です。
このため、当該補助事業の課税売上はゼロである一方、当該事業の経費を控除対象仕入税額に算入した場合、課税事業者は消費税相当の金額の還付を受けることができることになります。
これを国・地方公共団体（大阪府）からみると、大阪府が補助金を交付した上に国が消費税を還付することになり、結果として２重に支払っていることになります。
この２重払いを調整するために、控除対象仕入税額のうち補助金に係る部分があれば、この部分の補助金の返還を依頼する必要があります。

今回の依頼は、この返還額が生じるのかどうかを確認するための書類作成を依頼するものです。
※詳しくは、顧問税理士に御確認ください。


２．補助事業者側の作業手順（一例）
※詳しくは、顧問税理士等に御確認ください。
（１）返納額が発生するのかどうかを確認する。
※次のいずれかに該当する場合、返納額は発生しません。

①消費税の申告をしていない。

②簡易課税方式により申告している。

③特定収入割合が５％を超えている。（医療法人（社会医療法人を除く）の場合は、この条件に該当していても返納額が発生します。）

④補助対象経費に係る消費税を、個別対応方式において、「非課税売上のみに要するもの」として申告している。

⑤補助対象経費が人件費等の非課税仕入となっている。






（２）返納額を計算する。
①補助金対象経費を課税仕入と非課税仕入に分ける。

様式２ 別紙概要（返還金有り）の「６　仕入控除税額の概要」の「（１）補助金の使途の内訳」に記載する。

※課税仕入と非課税仕入に分ける時の注意点

ア　消費税の申告において補助金の使途を明確にしている場合。
申告に従い、課税仕入に使用した補助金のみ計算の対象とする。

イ　事業実績報告において補助金の使途を明確にしている場合。
実績報告に従い、課税仕入に使用した補助金のみ計算の対象とする。

ウ　上記のいずれも該当しない場合

補助対象経費に含まれる課税仕入と非課税仕入の割合（注）により補助額を按分し、課税仕入に係る補助金のみ計算の対象とする。

（注）割合の計算は支出額により行う。減価償却費のように支出を伴わない費用は割合の計算から除外する。
②課税売上割合を記載する。
様式２の別紙概要（返還金有り）の「６　仕入控除税額の概要」の「（２）課税売上割合」に記載する。（税務署へ提出した消費税申告書に記載した数値）
③支出のうち課税仕入の占める割合を記載する。

様式２の別紙概要（返還金有り）の「６　仕入控除税額の概要」の「（３）支出のうち課税仕入の占める割合」に記載する。

計算式

課税仕入の占める割合＝課税仕入÷（課税仕入＋非課税仕入）
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６　仕入控除税額の概要

（１）補助金の使途の内訳
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④仕入控除税額を記載する。

様式２の別紙概要（返還金有り）の「６　仕入控除税額の概要」の「（４）仕入控除税額」に記載する。

計算式

○表１　参照

○表１

	区分
	計算式

	課税期間中の課税売上高が５億円以下、かつ、課税売上割合が９５％以上の場合
	助成金額（上図Ａ＋Ｂ＋Ｃに係る分）×１０÷１１０＝仕入控除税額【返納額（円未満切り捨て）】

	課税期間中の課税売上高が５億円超、または、

課税売上割合が

９５％未満の場合
	個別対応方式
	○下記のアとイの合計額

ア　課税売上のみに要する補助対象経費に使用された補助金
・補助金額（上図Ａに係る分）×１０÷１１０＝仕入控除税額【返納額（円未満切り捨て）】

イ　課税売上と非課税売上に共通して要する補助対象経費に使用された補助金

・補助金額（上図Ｃに係る分）×１０÷１１０×②課税売上割合＝仕入控除税額【返納額（円未満切り捨て）】


	
	一括比例配分方式
	補助金の金額（上図Ｅに係る分）×③課税仕入の占める割合×１０÷１１０×②課税売上割合＝仕入控除税額【返納額（円未満切り捨て）】



【その他注意点】
○簡易課税方式により消費税を申告している場合や特定収入割合が５％を超える場合など返納額がない場合であっても報告すること。

○返納額の計算において、課税売上割合は端数処理を行わずに計算する。

ただし、消費税の申告において、課税売上割合を端数処理した場合には、その割合を用いる。
○算出された仕入控除税額（返納額）は円未満切り捨てとする。
　○仕入控除税額欄には、当該金額を算出した計算式も記載すること。
収入





支出





パターン①





Ｂ：補助金対象経費１１０万円を全て非課税仕入となっている場合。





　⇒控除対象仕入税額に計上出来ないので、返還額は発生しない。





パターン②





Ｂ：補助金対象経費１１０万円を全て課税仕入となっている場合。





　⇒控除対象仕入税額に計上出来るので、返還額が発生する。





●●●円





パターン③





Ｂ：補助金対象経費１１０万円の「一部」を課税仕入となっている場合。





　⇒「一部」についてパターン②と同じことが発生する。





このため、国税から還付される消費税相当額１０万円を府へ返還する必要が





生じる。





※概要（イメージ）を簡単に説明するための図ですので、金額は実際と異なります。





Ａ：補助金





例：１１０万円





Ｂ：補助金対象経費





例：１１０万円





１１０万円を控除対象仕入税額に計上すると、消費税相当額１０万円が国税





から還付されることになる。





補助金として、消費税相当額を含む１１０万円を補助しているのに、消費税





相当額１０万円を国税から還付されることになると事業者は１０万円の利益が





発生することになる。





控除対象仕





入税額に計





上





非課税仕入分





国税から還付





国税から還付された額（●●●円）のうち、





「Ｂ：補助金対象経費」にかかるものを府





へ返還する必要が生じる。





大





阪





府





補助事業者





上記①から⑤のいずれかに


該当する。





上記①から⑤のいずれにも


該当しない。








「様式１」と「様式２ 別紙概要（返還金無し）」を記載し提出。





返納額は発生しない。


府へ報告書を提出し完了。





返納額が発生する。


（２）返納額を計算する。へ





下図Ａ＋Ｂ＋Ｃ





下図Ｅ
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